




　役員給与に関する損金不算入は，1959 年（昭和 34 年）に法人税施行規則として法整備
されたが，それ以前は，通達により規定されていた。
　2006 年（平成 18 年）の法人税法改正後は，役務提供部分（損金算入）と利益処分部分（損




















































に，法人税法施行規則として法整備された 1959 年（昭和 34 年）までは，どのように役員
給与が規定されていたのかを概観する。
（1） 久保田俊介「役員給与に関する不相当に高額の一考察　―近年の裁判例を中心として―」『千葉商大論叢』，
57 巻 3 号，p.251
（2）「日本再興戦略改訂 2015」首相官邸ホームページ（最終閲覧日 2021 年 1 月 10 日（https://www5.cao.go.jp/
keizai-shimon/kaigi/minutes/2015/0630/shiryo_02-1.pdf））




 伊藤レポートは，2014 年 8 月公表されている。（（最終閲覧日 2021 年 1 月 4 日 https://www.meti.go.jp/
policy/economy/keiei_innovation/kigyoukaikei/pdf/itoreport.pdf）
（5） CGS 研究会（コーポレートガバナンス・システム研究会）（第 6回）
 配布資料ウイリス・タワーズワトソン説明資料（最終閲覧日 2021 年 1 月 6 日（https://www.meti.go.jp/
committee/kenkyukai/sansei/cgs_kenkyukai/pdf/006_05_00.pdf））
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1899 年（明治 32 年）
　わが国の所得税制度は，1887 年（明治 20 年）に創設されたが，創設当時は，法人に所
得税を課税しておらず，法人の所得が個人に配分されたときに個人に所得税が課税され，
法人の所得については非課税とされていた（6）。その後，1899 年（明治 32 年）の所得税法




用されており，この考え方は，2006 年（平成 18 年）の法人税法改正に至るまでその根底
に流れるものと考えられる（9）。
1923 年及び 1926 年（大正 12 年及び大正 15 年）
　1923 年（大正 12 年）には，同族会社の行為についての否認規定が創設された（10）。その
後，1926 年（大正 15 年）の所得税法改正により，同族会社が初めて定義された（11）。また，






1950 年（昭和 25 年）
　1949 年（昭和 24 年）のシャウプ税制勧告により，1950 年（昭和 25 年）に税制改正が
行われた。1950 年（昭和 25 年）から 1959 年（昭和 34 年）の法人税法施行規則制定まで
の役員賞与等の取り扱いは，シャウプ税制改正に伴い制定された法人税基本通達（昭和
25 年 9 月 25 日付直法 1-100）により取り扱われていた（14）。当該通達には，現在の形式基
準と同様に定款又は株主総会の承認を受けた金額を超えるものが，利益処分による賞与と
して損金不算入とされていたが，株主総会の承認を受けた金額であっても，過大と認めら
れる報酬の損金不算入の規定は，当該通達には制定されておらず，1959 年（昭和 34 年）
（6） 山口孝浩「役員賞与・役員報酬をめぐる問題―改正商法等の取り扱いを問題提起として―」『税大論叢』，48
号，2005 年 6 月 29 日，p.183
（7） 山口孝浩，前掲論文（注 6），p.183
（8） 山口孝浩，前掲論文（注 6），p.184
（9） 長尾元彦「役員給与税制における損金算入要件のあり方」第 28 回租税資料館賞（最終閲覧日 2020 年 12 月
31 日（https://www.sozeishiryokan.or.jp/award/028/z_pdf/ronbun_h31_10.pdf）），p.4









1959 年（昭和 34 年）











1998 年（平成 10 年）
　1998 年（平成 10 年）の法人税法改正では，事実の隠蔽又は仮装経理による役員報酬の
損金不算入が規定された（19）。また，役員の親族等には，特殊関係使用人に対する不相当
に高額な給与の損金不算入及び退職金についての損金不算入が規定されている（20）。
















（21）厚生労働省ホームページ（最終閲覧日 2021 年 1 月 17 日（https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudouseisaku/
csr.html））
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　2006 年（平成 18 年）の法人税法改正は，この実務対応報告との整合性を合わせている
と考えられる。
2006 年（平成 18 年）












2004 年 3 月 9 日，p3，（（最終閲覧日 2020 年 12 月 30 日）https://www.asb.or.jp/jp/wp-content/uploads/
bonus.pdf）







2016 年及び 2017 年（平成 28 年及び平成 29 年）
　2017 年（平成 29 年）には，コーポレートガバナンス改革に応じた改正が盛り込まれ，
役員給与の損金算入対象が拡大されるなどの整備がされた（27）。2016 年（平成 28 年）改正




















第 3章　2006 年（平成 18 年）改正論点の考察
　本章では，役員給与の改訂論点として大きく変更された 2006 年（平成 18 年）改正論点
である①定期同額給与，②事前確定届出給与及び③利益連動給与（現行は，業績連動給与）
について考察を行っていく。























方からも増額については，特に慎重に判断するべきであると思われる。2011 年（平成 23 年）



















（28）国税庁「平成 19 年 3 月 13 日付『法人税基本通達等の一部改正について』の趣旨説明について」（最終閲覧
日 2021 年 1 月 4 日（https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/hojin/070313/10.htm））
（29）矢頭正浩，前掲論文（注 23），p.34







































（31）佐藤友一郎『法人税基本通達逐条解説（9訂版）』，税務研究会出版局，2019 年 7 月，p.829
（32）佐藤友一郎，前掲書（注 31），p.834
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えられる（34）。2006 年（平成 18 年）の創設当時の事前確定届出給与の対象は，金銭により
支給される給与に限られていた。しかしながら，2016 年（平成 28 年）度改正では，同年
4月に政府の成長戦略の 1つとして，経営陣に中長期の企業価値向上を図るインセンティ
ブを付与することを目的に導入された株式報酬である特定譲渡制限付株式が，事前確定届

















加えて，一定の合理性があると考えられているからである（38）。静岡地裁 1988 年 9 月 30



















































（42）矢頭正浩，前掲論文（注 23），2020 年 6 月，p.34
（43）矢頭正浩，前掲論文（注 23），p.34
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（44）川井久美子「税制改正による実務への影響と導入の課題」『税経通信』，第 74巻第 1号，2019 年 1月，p.100，























（45）橋本浩史「導入を促す法整備の動向と法務上の導入ポイント」『税経通信』，第 74巻第 1号，2019 年 1月，p.111
（46）川井久美子，前掲論文（注 44），p.100
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の考察を行った。そこでは，2006 年（平成 18 年）に大きな改正があり，今までの役務提
（47）川井久美子，前掲論文（注 44），p.100




















 （2021.1.20 受稿，2021.2.25 受理）
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〔抄　録〕
　本稿では，役員給与の歴史的変遷を近年の社会情勢とともに検討している。
　2006 年以前は，役務提供部分が損金算入であり，利益処分部分が損金不算入であった。
その後，2006 年の税制改正により，①定期同額給与（短期），②事前確定届出給与（中期）
及び③業績連動給与（長期）に該当するものが，損金算入できるものとして改正された。
この改正により，役員給与の損金算入の範囲は，大きく拡大している。
　この中の業績連動給与は，日本再興戦略やCGコードに，企業価値を向上する上で重要
視されている。そのため，今後は，役員に対する中長期的なインセンティブとして業績に
連動する役員給与が拡大すると思われる。
　従って，以前の改正は，恣意性の排除や課税の公平性から損金算入額について，制限を
課していたが，今後は，CGコードや社会情勢の変化も考慮に入れた改正が行われると考
えられる。
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